
令和６年６月

㈱公論出版

『運行管理者試験 問題と解説 旅客編 令和６年８月 CBT 試験受験版 初版』

お詫びと訂正のご案内

　『運行管理者試験 問題と解説 旅客編 令和６年８月 CBT 試験受験版 初版』をご購入頂きまして、誠にありがとうござ

います。

　本書の内容に誤りがございました。この度はご迷惑をおかけ致しまして誠に申し訳ございません。

　訂正してお詫び致します。

頁数等 内容

第１章
道路運送法

覚えておこう

137ページ

表中文

赤字下線部の通りに

加筆及び修正

誤

事項 事業者 運行管理者
参考法令（運輸規則）

事業者 運行管理者

中　略

点呼
点呼の実施 ･記録 ･保存（１年間）

24条 48条１項⑥アルコール検知器の設置・有
効に保持

アルコール検知器を有効に保
持

業務記録 運転者等ごとに業務を記録 ･保存（１年間） 25条 48条１項⑦

運行記録計
＊１,＊２,＊３

運行記録計による記録 ･保存
（１年間）

運行記録計の記録・管理 ･保
存（１年間） 26条１項･２項 48条１項⑧

中　略

運行指示書＊３ 作成 ･指示 ･運転者等に携行させる ･保存（１年間） 28条の２ 48条１項⑫の２

正

事項 事業者 運行管理者
参考法令（運輸規則）

事業者 運行管理者

中　略

点呼

点呼の実施 ･記録 ･保存（１年間）
（貸切は電磁的記録で３年間）

24 条 48 条１項⑥
アルコール検知器の設置・有
効に保持

アルコール検知器を有効に保
持

業務記録 運転者等ごとに業務を記録 ･保存（１年間）
（貸切は３年間） 25 条 48 条１項⑦

運行記録計
＊１,＊２,＊３

運行記録計による記録 ･保存
（１年間）
（貸切は電磁的記録で３年間）

運行記録計の記録・管理 ･保
存（１年間）
（貸切は電磁的記録で３年間）

26 条１項･２項 48条１項⑧

中　略

運行指示書＊３ 作成 ･指示 ･運転者等に携行させる ･保存（３年間） 28条の２ 48条１項⑫の２

第３章
道路交通法
◆解答＆解説

182 ページ

問１
解答

赤字下線部の通りに修正

誤 問１［解答　１］

正 問１［解答　２］



頁数等 内容

第４章
労働基準法
◆解答＆解説

279 ページ

問５、問６
解説全文

問５、問６の解説を入れ
替え、赤字下線部の通り
に修正

誤

問５［解答　３］
１．労基法第 36条（時間外及び休日の労働）第１項。
２．労基法第 33条（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等）第１項。
３．使用者は、４週間を通じ４日以上の休日を与える場合を除き、労働者に対して、毎週少なく
とも１回の休日を与えなければならない。労基法第 35条（休日）第１項・第２項。
４．労基法第 37条（時間外、休日及び深夜の割増賃金）第１項。

問６［解答　２］
１．労基法第 38条（時間計算）第１項。
２．労働時間が６時間を超える場合においては少くとも 45 分、８時間を超える場合においては
少くとも１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。労基法第 34 条（休憩）
第１項。
３．労基法第 35条（休日）第１項・第２項。
４．労基法第 39条（年次有給休暇）第１項。

正

問５［解答　２］
１．労基法第 38条（時間計算）第１項。
２．労働時間が６時間を超える場合においては少くとも 45 分、８時間を超える場合においては
少くとも１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。労基法第 34 条（休憩）
第１項。
３．労基法第 35条（休日）第１項・第２項。
４．労基法第 39条（年次有給休暇）第１項。

問６［解答　３］
１．労基法第 36条（時間外及び休日の労働）第１項。
２．労基法第 33条（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等）第１項。
３．使用者は、４週間を通じ４日以上の休日を与える場合を除き、労働者に対して、毎週少なく
とも１回の休日を与えなければならない。労基法第 35条（休日）第１項・第２項。
４．労基法第 37条（時間外、休日及び深夜の割増賃金）第１項。

第４章
労働基準法

314ページ

問１

問２と同じ問題のため削除

誤 問１　自動車運転者の１週間の勤務状況の例を示したものであるが（以下、略）

正 削除

第４章
労働基準法

318ページ

問１
不適切な内容につき赤字
下線部の通りに修正

誤

問１［解答　１，２］
　改善基準第５条第１項③・④。
　１日についての拘束時間は 13時間を超えないものとし、延長する場合であっても、１日につ
いての拘束時間の限度（最大拘束時間）は 15時間とすること。また、勤務終了後に継続９時間
以上の休息期間を与えること。ポイントは、「最大拘束時間が 15時間を超える※」、「休息期間が
９時間未満」であると改善基準違反となる。なお、１日の拘束時間の開始は当日の始業時とし、
終了は始業時から 24時間後となる。

正

問２［解答　１，２］
　改善基準第５条第１項③・④。
　１日についての拘束時間は 13時間を超えないものとし、延長する場合であっても、１日につ
いての拘束時間の限度（最大拘束時間）は 15時間とすること。また、勤務終了後に継続９時間
以上の休息期間を与えること。ポイントは、「最大拘束時間が 15時間を超える※」、「休息期間が
９時間未満」であると改善基準違反となる。なお、１日の拘束時間の開始は当日の始業時とし、
終了は始業時から 24時間後となる。



頁数等 内容

第４章
労働基準法

319ページ

問１
１行目～問２の表組
不適切な内容につき削除

誤

１�．改善基準に定める１日についての最大拘束時間は 15 時間である。木曜日の拘束時間が 16
時間と最大拘束時間の 15時間を超えているため、改善基準に違反する。

（中略）

　月曜日から金曜日までの拘束時間と休息期間は次のとおり。

月
拘束時間 14時間（11時間（始業８時～終業 19時）＋翌日３時間）

休息期間 10 時間（月曜終業 19時～火曜始業５時）

火
拘束時間 15時間（始業５時～終業 20時）

休息期間 12時間（火曜終業 20時～水曜始業８時）

水
拘束時間 11時間（10時間（始業８時～終業 18時）＋翌日１時間）

休息期間 13時間（水曜終業 18時～木曜始業７時）

木
拘束時間 16 時間（13時間（始業７時～終業 20時）＋翌日３時間）

休息期間 ８時間（木曜終業 20時～金曜始業４時）

金 拘束時間 ８時間（始業４時～終業 12時）

１�．改善基準に定める１日についての最大拘束時間は 15時間とすること。木曜日の拘束時間が
16時間と最大拘束時間の 15時間を超えているため、改善基準に違反している。

正

削除
１�．改善基準に定める１日についての最大拘束時間は 15時間とすること。木曜日の拘束時間が
16時間と最大拘束時間の 15時間を超えているため、改善基準に違反している。

第４章
労働基準法

343ページ

問４　イラスト
不適切な内容につき赤字
下線部の通りに修正 誤

第１週
各日の運転時間
各日の拘束時間

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 週の合計時間

９ ９ ５ ５８
13 10 13 12

42
73休日

休日

12 13
６

第２週
各日の運転時間
各日の拘束時間

８日 ９日 10日 11日 12日 13日 14日 週の合計時間

６ ８ ７ ８６
９ 14 12 13

28日

44
7113 10

９

第３週
各日の運転時間
各日の拘束時間

15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 週の合計時間

５ ６ ８ ８５
10 15 15 13

42
73

休日

休日

10 10
10

第４週
各日の運転時間
各日の拘束時間

22日 23日 24日 25日 26日 27日 週の合計時間

４週間の合計時間

６ ６ ８ ９６
８ 15 16 14

45
71

運転時間
拘束時間

173
288

10 ８
10

（注１）　拘束時間及び運転時間に係る４週間の起算日は１日とする。
（注２）　各労働日の始業時刻は午前８時とする。
（注３）　当該４週間を含む 52 週間の運転時間は、2080 時間を超えないものとする。

（起算日）

正

第１週
各日の運転時間
各日の拘束時間

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 週の合計時間

９ ９ ５ ５８
13 10 13 12

42
73休日

休日

12 13
６

第２週
各日の運転時間
各日の拘束時間

８日 ９日 10日 11日 12日 13日 14日 週の合計時間

６ ８ ７ ８６
９ 14 12 13

28日

44
7113 10

９

第３週
各日の運転時間
各日の拘束時間

15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 週の合計時間

５ ６ ８ ８５
10 15 15 13

42
73

休日

休日

10 10
10

第４週
各日の運転時間
各日の拘束時間

22日 23日 24日 25日 26日 27日 週の合計時間

４週間の合計時間

６ ６ ８ ９６
８ 14 15 14

45
69

運転時間
拘束時間

173
286

10 ８
10

（注１）　拘束時間及び運転時間に係る４週間の起算日は１日とする。
（注２）　各労働日の始業時刻は午前８時とする。
（注３）　当該４週間を含む 52 週間の運転時間は、2080 時間を超えないものとする。

（起算日）



頁数等 内容

第４章
労働基準法

349ページ

問４
不適切な内容につき赤字
下線部の通りに修正

誤

３．拘束時間は、４週間を平均し１週間当たり 65時間を超えないものとすること。ただし、労
使協定があるため、52週間のうち 24週間までは、４週間を平均し１週間当たり 68時間まで延
長することができる。４週間の拘束時間の合計は 288 時間。４週間の平均は 288 時間÷４週間
＝ 72 時間。68時間を超えているため、改善基準に違反している。
４�．１日についての最大拘束時間は 16時間である。４週間の勤務状況より、第１週から第４週ま
でのすべてにおいて 16時間を超える日がないため、１日の最大拘束時間は改善基準に適合し
ている。

正

３．拘束時間は、４週間を平均し１週間当たり 65時間を超えないものとすること。ただし、労
使協定があるため、52週間のうち 24週間までは、４週間を平均し１週間当たり 68時間まで延
長することができる。４週間の拘束時間の合計は 286時間。４週間の平均は 286時間÷４週
間＝ 71.5時間。68時間を超えているため、改善基準に違反している。
４�．１日についての最大拘束時間は 15時間である。４週間の勤務状況より、第１週から第４週
までのすべてにおいて 15時間を超える日がないため、１日の最大拘束時間は改善基準に適合
している。


